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第２章 平 成 ２７年 雇 用 表 からみた長 崎 県 の就 業 構 造

１．就業構造

（１）産業別従業者数

長崎県の従業者総数は674,588人で、全国68,565,034人の1.0％を占めている。

従業者が多い産業は、サービス285,160人（構成比42.3％）、ついで商業101,922人（同15.1％）、農林漁業

75,804人（同11.2％）、製造業72,148人（同10.7％）、建設52,216人（同7.7％）の順となっている。

一方、全国の構成比は、サービス 41.3％、商業 15.9％、製造業 14.5％、建設 7.3％、農林漁業 5.7％の順

となっており、本県においては全国に比べて農林漁業の構成比が高く、製造業が低くなっている。

図１ 産業別従業者数構成比

※本章については、１３

部門で説明を行なうこと

とする。

（２）従業上の地位別従業者数

従業上の地位別にみると、本県では個人業主82,568人（構成比12.2％）、家族従業者45,927人（同6.8％）、

有給役員31,319人（同4.6％）、正社員・正職員320,990人（同47.6％）、正社員・正職員以外170,099人（同

25.2％）、臨時雇用者23,685人（同3.5％）となっている。

一方、全国の構成比は個人業主8.8％、家族従業者4.6％、有給役員5.1％、正社員・正職員49.5％、正社

員・正職員以外 28.7％、臨時雇用

者3.3％となっている。

図２ 従業上の地位別従業者数
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（３）従業者1人当たり生産額

本県の従業者 1 人当たり生産額は全産業平均が 1,207 万円で、全国の１人当たり生産額 1,484 万円の

81.3％の水準であった。

電力・ガス・水道 13,876万円、不動産 11,349万円、情報通信 3,066万円、鉱業 2,670万円が高くなって

いる。逆に農林漁業370万円、商業664万円などが低くなっている。

図３ 従業者１人当たり生産額
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（４）雇用者（含有給役員）1人当たり雇用者所得額

雇用者（含有給役員）1人当たり雇用者所得は420万円で全国の1人当たり雇用者所得448万円の93.8％

の水準であった。

産業別にみると電力・ガス・水道717万円、金融・保険663万円、公務653万円など高く、農林漁業272

万円、サービス375万円などが低くなっている。

図４ 雇用者（含有給役員）１人当たり雇用者所得額
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２．就業係数・雇用係数

就業（雇用）係数は、従業（雇用）者数をそれぞれの産業部門の生産額で除して求めたものであり、１

単位（一般的には100万円とする）の生産を行うために直接投入された労働量を表している。（表２）

例えば農林漁業の就業係数は0.2702となっているが、これは農林漁業で100万円の生産額をあげるのに

約0.27人の従業者が直接必要であったことを示している。

なお、農林漁業の雇用係数は0.0488であるので必要とされた従業者のうち約0.05人が雇用者であること

を示している。

産業別に就業係数をみると農林漁業0.2702、商業0.1506、サービス0.1288が高くなっている。

逆に就業係数が低い産業は電力・ガス・水道0.0072、不動産0.0088、情報通信0.0326であるが、これら

の関係は従業者１人当たり生産額と逆の関係になっている。

なお、不動産の係数が低い理由は帰属家賃の計算による。

一般的に就業係数が高い産業（部門）は労働集約型産業で、低い産業（部門）は資本集約型産業というこ

とができる。

農林漁業において就業係数と雇用係数に極端な差があるのは、特に耕種農業や畜産部門において個人業

主や家族従業者が他の部門に比べ多く投入されているからである。

図５ 産業別就業係数、雇用係数

（注）  就業係数＝従業者数／県内生産額

     雇用係数＝（有給役員数＋雇用者数）／県内生産額



３．就業誘発係数・雇用誘発係数

就業（雇用）誘発係数はある部門の最終需要が１単位（一般的には100万円とする）増加したとき、直

接・間接に誘発される各産業（部門）の生産によって、各産業（部門）の労働力をどの程度誘発するかを

従業（雇用）者数で示したものである。このうち、県内最終需要に係る係数は消費、投資等最終需要の増

加に対しての自給率を考慮したもので、輸移出に係る係数は輸移出や直接の生産増のように全て県内で生

産する場合の係数である。

県内最終需要に係る就業誘発係数の列和が大きい産業は農林漁業 0.1812、商業 0.1677、サービス 0.1377

であり、逆に鉱業0.0022、製造業0.0139、不動産0.0169が低くなっている。

輸移出に係る就業誘発係数の列和が大きいのは農林漁業0.3098、商業0.1746、サービス0.1569であり、

逆に不動産0.0182、電力・ガス・水道0.0318、情報通信0.0693の係数が低くなっている。

県内最終需要に係る雇用誘発係数の列和が大きいのは商業0.1432、サービス0.1228、建設0.0990であり、

逆に鉱業0.0021、製造業0.0111、不動産0.0133の係数が低くなっている。また、従業者に対する雇用者の

割合が極端に低い農林漁業は就業誘発係数に比べ雇用誘発係数が著しく低くなっている。

輸移出に係る雇用誘発係数の列和が大きいのは商業0.1491、サービス0.1399、建設0.0990であり、逆に

不動産0.0144、電力・ガス・水道0.0290の係数が低くなっている。

図６ 産業別就業(雇用)誘発係数
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（注意）
  就業（雇用）誘発係数によって算定される従業（雇用）誘発数は、最終需要の増加による直接・間接に必要となる生産を賄うため
の労働力需要の大きさを人数で表したものである。これは、平成 27 年の就業（雇用）係数に逆行列係数による生産増を乗じて、必
要人数を算出したものである。
なお、現実経済にける生産増には所定外労働時間の増加（残業）等で対応する場合があり、生産の増加がすべて雇用者数の増
加に結びつく訳ではないので、生産の増加に対する労働力需要の計測には注意を要する。



表１ 従業上の地位別従業者数

単位：人

個人業主 家族従業者 有給役員 正社員・正職員 正社員・正職員以外 臨時雇用者 従業者数計

長崎県 82,568 45,927 31,319 320,990 170,099 23,685 674,588
全　国 6,019,505 3,173,885 3,463,113 33,972,745 19,664,351 2,271,435 68,565,034

表２ 雇用関係各種係数表

長崎県 全 国

01 農林漁業 11.2 5.7 330

02 鉱業 0.1 0.1 2,231

03 製造業 10.7 14.5 3,046

04 建設 7.7 7.3 1,217

05 電力・ガス・水道 0.5 0.5 8,871

06 商業 15.1 15.9 873

07 金融・保険 2.0 2.6 1,954

08 不動産 0.9 1.4 8,400

09 運輸・郵便 4.3 5.2 1,541

10 情報通信 1.0 2.5 2,864

11 公務 4.0 3.0 1,959

12 サービス 42.3 41.3 884

13 分類不明 0.0 0.0 43,389

100.0 100.0 1,484

01 農林漁業

02 鉱業

03 製造業

04 建設

05 電力・ガス・水道

06 商業

07 金融・保険

08 不動産

09 運輸・郵便

10 情報通信

11 公務

12 サービス

13 分類不明

01 農林漁業 0.58

02 鉱業 0.03

03 製造業 0.19

04 建設 1.00

05 電力・ガス・水道 0.96

06 商業 0.96

07 金融・保険 0.82

08 不動産 0.93

09 運輸・郵便 0.76

10 情報通信 0.59

11 公務 1.00

12 サービス 0.88

13 分類不明 0.82
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